
（単位：円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 306,601

①生活インフラ・国土保全 797,015 (2) 長期未払金

②教育 307,658 ①物件の購入等

③福祉 59,364 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 95,920 ③その他

⑤産業振興 57,778 長期未払金計 0

⑥消防 1,089 (3) 退職手当引当金 78,800

⑦総務 84,866 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 1,403,690 固定負債合計 385,401

(2) 売却可能資産 1,735

公共資産合計 1,405,425 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 28,813

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 29,216 (4) 翌年度支払予定退職手当 8,682

②投資損失引当金 △ 9,962 (5) 賞与引当金 5,315

投資及び出資金計 19,254 流動負債合計 42,810

(2) 貸付金 2,474

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 428,211

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 12,465

③土地開発基金 12,635 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 263,290

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 25,100 ２　公共資産等整備一般財源等 1,011,559

(4) 長期延滞債権 12,409

(5) 回収不能見込額 △ 2,784 ３　その他一般財源等 △ 198,402

投資等合計 56,453

４　資産評価差額 △ 1,093

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 1,075,354

①財政調整基金 16,540

②減債基金 3,674

③歳計現金 18,793

現金預金計 39,007

(2) 未収金

①地方税 2,553

②その他 608

③回収不能見込額 △ 481

未収金計 2,680

流動資産合計 41,687

資　　産　　合　　計 1,503,565 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,503,565

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 円

②教育 円

③福祉 円

④環境衛生 円

⑤産業振興 円

⑥消防 円

⑦総務 円

計 円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 円

②地方債 円

③一般財源等 円

計 円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 円

②債務保証又は損失補償 円

（うち共同発行地方債に係るもの 円）

③その他 円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち円ついては、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 730,885 円

　[内訳]　普通会計地方債残高 335,414 円 335,414 円

　　　　　債務負担行為支出予定額 8,093 円 0 円 円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 257,896 円 円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 376 円 円

　　　　　退職手当負担見込額 87,482 円 87,482 円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 41,624 円 0 円 円

　　　　　連結実質赤字額 0 円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 円

　基金等将来負担軽減資産 579,303 円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 31,123 円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 163,442 円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 384,738 円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 151,582 円

※５　有形固定資産のうち、土地は544,541円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は796,529円です。
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市民一人当たりの行政コスト計算書
自　平成21年4月 1日

至　平成22年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 72,975 22.4% 6,927 20,965 18,241 5,039 2,847 0 15,787 3,169 0

（２）退職手当引当金繰入等 6,775 2.1% 627 2,017 1,822 498 255 0 1,492 64 0

１ （３）賞与引当金繰入額 5,315 1.6% 470 1,537 1,346 372 198 0 1,159 233 0

小　　計 85,065 26.2% 8,024 24,519 21,409 5,909 3,300 0 18,438 3,466 0 85,065

（１）物件費 43,211 13.3% 2,313 12,222 7,243 11,740 712 172 8,599 206 4

（２）維持補修費 1,383 0.4% 620 356 57 327 6 0 17 0

（３）減価償却費 38,725 11.9% 14,602 7,847 2,866 6,463 3,943 43 2,961

小　　計 83,319 25.6% 17,535 20,425 10,166 18,530 4,661 215 11,577 206 4 83,319

（１）社会保障給付 51,454 15.8% 595 50,699 160

（２）補助金等 42,761 13.1% 1,630 1,489 3,737 1,309 1,366 12,451 20,695 84 0

３ （３）他会計等への支出額 52,925 16.3% 22,106 0 23,439 6,446 936 0 △ 2 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

3,231 1.0% 1,316 74 154 255 1,317 0 115 0

小　　計 150,371 46.2% 25,052 2,158 78,029 8,170 3,619 12,451 20,808 84 150,371

（１）支払利息 5,772 1.8% 5,772

（２）回収不能見込計上額 712 0.2% 712

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0

小　　計 6,484 2.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 5,772 712 0 6,484

325,239 50,611 47,102 109,604 32,609 11,580 12,666 50,823 3,756 5,772 712 4 325,239

（　構　成　比　率　） 15.6% 14.5% 33.7% 10.0% 3.6% 3.9% 15.6% 1.2% 1.8% 0.2% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 7,672 1,406 1,120 1,745 2,412 0 0 573 0 0 0 416 7,672

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 25,636 6 91 3,333 1,824 123 26 0 0 0 20,233 25,636

33,308 1,412 1,211 5,078 4,236 123 0 599 0 0 0 20,649 33,308

ｄ／ａ 10.24% 2.8% 2.6% 4.6% 13.0% 1.1% 0.0% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0%

291,931 49,199 45,891 104,526 28,373 11,457 12,666 50,224 3,756 5,772 712 4 △ 20,649
（差引）純経常行政コスト ａ－

ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ



（単位：円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 1,061,570 265,403 1,002,820 △ 206,555 △ 98

純経常行政コスト △ 291,931 △ 291,931

一般財源

地方税 130,234 130,234

地方交付税 71,599 71,599

その他行政コスト充当財源 26,332 26,332

補助金等受入 69,103 3,387 65,716

臨時損益

災害復旧事業費 △ 45 △ 45

公共資産除売却損益 △ 135 △ 135

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 14,547 △ 14,547

公共資産処分による財源増 0 △ 1,054 1,054 0

貸付金・出資金等への財源投入 2,744 △ 2,744

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 134 △ 3,359 3,493

減価償却による財源増 △ 8,037 △ 30,687 38,724

地方債償還等に伴う財源振替 20,399 △ 20,399

資産評価替えによる変動額 △ 995 △ 995

無償受贈資産受入 0 0

その他 9,622 2,671 6,148 803

期末純資産残高 1,075,354 263,290 1,011,558 △ 198,401 △ 1,093

市民一人当たりの純資産変動計算書
自　平成21年4月 1日

至　平成22年3月31日



（単位：円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成21年度における一時借入金の借入限度額は44,117円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は97円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 円

市民一人当たりの資金収支計算書
自　平成21年4月 1日

至　平成22年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,429

277,616

93,148

43,211

51,455

42,761

5,772

39,840

130,100

71,599

64,969

7,626

24,337

6,130

18,829

307

19,081

342,978

65,362

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

21,004

0

24,235

3,630

3,231

5,303

115

302

9,350

△ 14,885

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

232

6,866

13,084

0

49,888

3

29,703

504

785

0

0

4,509

14,284

18,793

918

1,713

3,920

△ 45,968

0

356,248
24,132

0
351,739
35,437
6,737

22,551


